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・96年度経済自書。副題「改革が展望を切り開く」   
「この（経済成長の）背景には，先進国へのキャッチ・アップを可能とした  
制度的枠組みがあったと考えられます。しかしながら，バブル崩壊や世界の  
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用文の強調はすべて筆者による，以下同様。）   
そして，「創造的発展への基礎固め」を副題とする98年度白書第1章の冒頭  
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ル』懸念」「景気を下支えする財政政策」………。   
日本経済がほんとうに景気回復の途上にあるのか，そして経済白書が今度こ  
そ「狼少年」でなくなるのかは，もう少し後の判断に任せよう。われわれがま  





のように書き始めている。   
「1998年度の日本経済は，極めて厳しい不況を経験し，ある時期には危機的   
な様相さえ呈した。1991年以来のバブル景気の崩壊で生じた様々な問題が十   
分に処理されないまま引き継がれていた上，1997年初期を頂点として景気は   
下降局面に入っていたが，景気の拡大が続くと信じて行った財政構造改革は，   
その基本的な考え方においては誤りではなかったものの，極めて時期の悪い   
ものとなってしまった。また同年7月から顕在化したアジア諸国の通貨危機   







①が，景気後退の最大原因と考えたのである。   
先の堺屋の記述中，「また」で結ばれた二つの文の順序に注目する必要があ  
る。「極めて時期の悪いものとなってしまった」財政構造改革（増税）をまず  
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掲げ，次いでアジア通貨危機に言及するこの順序は，官庁エコノミストなら認  
めたくはない「政策不況」（いわゆる「橋本不況」）を前面に押し出す境屋の姿  
勢の現れにほかならないのである。   
堺屋はまた次のようにも書いている。   
「11年前に1988年度の日本経済は絶好調にみえた。（……）高騰した土地を   
担保とする融資やエクイティー・ファイナンスで低利資金を入手した日本の   
企業は，海外の不動産や企業を数多く買収，日本型経営は『無敵不敗』のよ   
うにいわれた。しかし，この時期にこそ，経済の矛盾が積み上げられてい   
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「高度成長循環の末期には，実需の裏付けのない値上がり期待によって特定   
の資産の価格が急騰する現象が発生し易い。高度成長循環においては，所得   
の向上で貯蓄率が高く保たれて資金が貯えられ，投資が急速に進む。しかし，   
これも長期にわたると投資対象が減少，過剰となった資金が株式や土地等の   
資産購入に集中，資産価格が急騰するのである。これを古の例（1720年ロン   
ドンにおける南海泡沫事件）に因んで『バブル景気』という。80年代未の日   


















経済は健全との評価を下している。   
そればかりではない。わずか3頁の「はじめに」で，三度に渡って石油  
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ショックの乗り切りに言及しているのは象徴的である。   
「技術革新のテンポの速さや水準の高さを裏打ちする構造，体質，システム   
が当然存在する。民間部門に関していえば，そうしたシステムの多くは高度   
成長の過程で個々の企業が合理性を追及した結果生まれたものである。   
（……）民間部門の日本的慣行といわれるものについては，すでに欧米と同   
質のものに変わりつつあるものもあるし，もともと日本に固有ではなく，海   
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広く，分配の問題，企業と個人の問題，国際社会に対する日本の貢献など，日  
本経済が達成した成果が望ましい形で活かされているという問題意識が必要で  












90年度経済自書の「むすび」は次のような一文で終わる。   
「21世紀にむけて，消費者・生活者のための発展，真の意味での豊かさを目   
指すためには，いま一度，日本経済の効率性について見直し，豊かさの配分   
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今，数多くの企業が，設備，雇用，債務の「三つの過剰」を抱えているが，  
この原因は近時の不況による需要低迷だけではなく，経営の効率よりもシェア  
の拡大を志向してきた企業経営の価値観にあったと堺屋は考える。   
「『消費神話』が存在して常に需要の拡大が期待でき，『土地神話』が健在で   
資産価格の上昇が信じられた『右肩上がりの経済』なら，長期的にみると先   
行投資は経営成績にも有利に働いた。少し早めに少し大きめの設備を造れば，   
一時は操業率の低さに苦しむことがあっても，やがては需要が拡大して操業   
率が上昇，後発者よりは割安な生産ができたからである。そうした経験を積   
み重ねるうちに，日本の経営者の間には当面の利益よりも長期的な規模拡大   
を，経営の効率化よりも事業内容の多角化を重要とする考え方が定着してし   













（そしてその点は否定しえないが），ことはそれほど単純ではなかろう。   
規模の経済に基づいたマーケットシェア拡大と売上げの極大化は，日本企業  
にとってはまさに「効率的」な選択であって，各企業が非合理的な競争に走っ  
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「一方，経営目標としては企業の成長やシェア拡大が重視された。これは，   
企業の規模が経営者の社会的地位につながると考えられたためでもあるが，   
成長が見込まれ，競争圧力の少ない市場にあっては，当面の利益は少なくて   
も，早期に占有率を高めておくことが重要であったという原因もあった。行   
政に，実績量視，業界秩序重視の色彩が強かったことは，こうした傾向を一   
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ていない点である。ただし官庁エコノミストとしては，かなり踏み込んだ言及  






「週刊東洋経済」のインタビューでは，その点をやさしく言い換えている。   
「この間の金融問題にしても，各銀行がみなと同じように土地担保でやって   
いたら安全だ，銀行のリスクではなしに社会のリスクだ，こう思っていた節   
があり，そこが大きなポイントなのです。個々人，銀行の経営者，あるいは   
支店長をみても，みなと同じことをしていたら自分は大丈夫，自分だけ変   
わったことをするとクビになるかもしれない，非難を浴びるかもしれないと   
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リスク回避の背景には確かに終身雇用慣行の定着という要因があったが，一方，  
家計による投資リスクの回避の背景には，終身雇用慣行の崩壊による雇用不安  
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的シナリオであり，今年度自書の明確な方向性を物語っている。   
白書作者の大守隆は，景気が最悪期を脱した現在において構造的問題を明確  
化することの必要性を訴えながら，白書では三つのポイントを盛り込んだと述  
べている。   
「一つは第一章の最後，第10節で，消極シナリオといっている議論の評価で   
す。つまり，もう十分豊かになったので，痛みの伴う改革や不安の伴うリス  
クへの挑戦はしなくて現状で十分という考え方に対して，国際化した経済の   
なかでは，そういうシナリオをとると現状維持すらできなくなることを明示   
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い」と述べつつ，次のような発言をしている。   
「これからは人口が減り出します。そうなると一人当たりの所得さえ多けれ   
ば，全体としての経済は縮小してもよいのではないか，という意見がありま   
した。それで歴史をひもとき，人口が減少して経済が衰退したとき，どんな   
ことが起こったかを，紀元前までさかのぼって調べました。しかし，それで   
うまくいった例は見当たらないのです。中国の三国志の時代や西洋のローマ   
帝国末期から十九世紀のアイルランドの例まで探しました。するとやはり経   
済は成長しなければならない（……）。（9）」   










新規雇用者数 1000人  増加率（％）   
（単位）  
在宅介護者   479   138   
カウンセラー  
ソーシャル・ワーカー   256   136   
入院看護者・在宅看護者   166   130   
コンピュータ技術者   236   112   
情報システム管理者   501   110   
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奥田碩が，最近の消費下落傾向を次のように分析していることが注目される。   
「経営者の緩みが端的に現れたのがバブル期でした。（……）うちの基本はモ   
ノ作りにあるのだから，ハイリスク・ハイリターンで金を儲ける必要はない，  
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とはっきり打ち出したのが，豊田英二さんの偉いところだったと思います。   
そのモノ作りの部門でも，バブルの影響は如実に現れていました。自動車に   
しても，余分なものを何でもかんでもくっつけて飾り立てた車を競って作っ   
ていたのです。そうした意味のない刺激に食傷した，というのが，昨今の消   



















しておくべきだったのではないだろうか。   
「今後，中期的に，金融・証券業を含む各業種において財務体質の健全化を   
行っていくことが必要となっている。更に，国内的，国際的に，長期的な間  
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題が，あらためて明らかになってきている。すなわち，国内的には，企業の   
成長，国民経済の成長を第一に目標にしていた日本の経済発展において，国   
民一人一人の生活は，物質的な消費水準では豊かになったが，長い労働時間，   
住宅・社会資本整備の立ち遅れ等，生活の質が犠牲にされてきたのではない   
か，という問題である。これは，国民が自らの需要の充足をすることを主体   
として経済が成長する，という意味での内需主導型の経済成長が維持できる   
のか，という問題にもつながる。国際的には，アメリカ，ヨーロッパ，日本   
が競争しつつ協調しながら，世界経済を支えていく上で，相互に，相手国の   
経済構造の特徴のうち，よい点は取り入れ，また，問題点は指摘し，改善を   
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Q：なぜ企業でリストラが検討されるようになったのか？  
A：深刻な不況だけではなく，（1）低かった資本市場からの圧力，（2）シェア   









のような展開を経たと見なす。   
目標を喪失した資金が土地・株式などの資産に向かい，土地神話を増幅。資   
産価値の一層の上昇   
＝〉バブルの発生   
⇒含み益の拡大，資本調達コストの低下を背景とした設備増強・雇用拡大。  
問題の先送り   
＝〉バブル崩壊   
⇒一層深刻化した問題との再直面   
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日 本  アメリカ  ドイツ  フランス  イギリス   
新規開業によ   4％  8．4％  2．5ヲ‘   
る雇用創出  
6．1   2．7％   
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「長期雇用の慣行の対象となる雇用にかかるコストは変動費用ではなく，設   
備投資と同様の埋没した固定費という性格を強く持っていた。このため，収   
益性の低い事業でも，変動費用が少ないことからそのまま継続されてきた面   
がある。その際，企業経営面でのバッファーになってきたのが含み益であり，   
その裁量的な利用の裏付けとなったのが安定株主構造であった。雇用に関す   
るこのような慣行とは逆に，新規雇用に関しても企業を慎重にさせることに   













る分析結果もあり，議論が分かれている。（p338）   
「議論が分かれている」という指摘が最も穏当なところであろう。なぜなら，  
次のような典型的な見解もあるからである。   
「ここで，特に，労働力の流動性と労働コストの弾力性を混同してはならな   
いことを指摘しておきたい。なぜなら，ともすれば前者が後者を規定してい   
るかのように理解され，その結果，前者が小さな日本型資本主義は，『労働   
コストの固定化が構造改革（リストラ）の阻害要因となっている』とされて  
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いるからである。しかし，現実には，日本の存在によって，契約期間（一般   
に3年間）は貸金が固定されているアメリカよりも，はるかに弾力的になっ   










A：以下のような理由がある。（1）期待成長率の低下，（2）含み益の払底，（3）   
株式持合いの低下，（4）財務内容に応じた資本コストの変化（5）会計基   
準の変化，（6）人口構造の側面，（7）M＆Aの増加。  
数値   








後にまとめて議論すべきであっただろう）。ここでは日本型金融システムに直   
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（3）今後，大口融資規制の強化や，信用リスクの集中に対する規制強化が導   
入される予定であることなどから，銀行は株式保有のリスク管理を強化し，   
株式保有総額の圧縮を進めていくと考えられること¢カ。   
自書は株式保有構造の変化のうち，金融機関を一括りにした上で，日本の金  
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不安を落ち着かせるに足るだけの公的資金が本格的に投入されたのは地価が  
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Q：マクロ的に見た過剰雇用の実態はどうなっているのか？  
A：労働者の過不足は職種ごとに異なっており，次の4種に分類できる。  
景気変動と雇用過剰感   現在の過剰感   
景気変動に合わせて大きく変動  高まっている   
（2）  変動幅は小さい   恒常的に過剰感が高い   
（3）  変動幅は」、さい   おおむね過不足はない   





数値   
完全失業者（99年2月）：313万人   
倒産・解雇・希望退職等の雇用削減に関る失業比率：高いもので4む8％ Q5～亜才），   
59．0％（45～54才）   









ち，99年度第Ⅰ期では   
管理労働者・単純工（－22ポイント）＞事務労働者（－17ポイント）＞技能   
工（－13ポイント）  
の順で過剰感が高い。  
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も問題であり，希望する職種が充分ある：2‰ ある程度ある：20％に対して，  
少ない：48％，ほとんどない：29％で，後者が前者を大きく上回っている；ま  
た給与の条件でも，管理職で特に希望と現実とのギャップが大きい。  
希望者   求 人   
接客・サービス  25万円   18万円～   
事 務   27万円   22万円～   
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数億   
売上の伸びがマイナスであった上場企業の比率：  
10．8％（80年代）＝〉52．8％（90年代）   












くものと見られる」（p146）と自書は予測する。   
また年功賃金制度を労働者側から見ると，フラットな賃金体系への変化に伴  
い，「転職により被る処遇面の低下幅が小さくなる」ことから，「現在の職業に  
とどまる動機が薄れ 従来以上に雇用者がより良い職業機会を探して移動する  
可能性があろう」と自書は予測している（p147）。   
見られるとおり自書が描き出すのは，（1）年功賃金制度を維持する企業サイ  
180   


























181   




（3）製品開発，部品調達など生産システムへの影響   
こうした情報化の進展がマクロな雇用に与える影響は日米で異なり，日本で  




日  本   アメリカ   
情報化投資による雇用代替効果  －194万人  －248万人   
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その進展が遅らされた可能性があった，と自書は見る。   
以上は，コスト削減に伴う需要弾力性の相違と，日本型生産・経営システム  
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に従属的になりがちで，組織の巨大化に伴って会社人間となりがちであり，   
社会人としての常識よりも会社の利害を優先する事例も見られた。   
経済のサービス化に伴って職務のホワイトカラー化が進行している以上，事  
務職需要の増大と事務職の危機とは一見して矛盾しているように思われるかも  
185   
















A：下記の表からわかるように，日本の平均勤続年数は諸外国と比べて，際   
立って長いわけではない。したがって，長期雇用は日本特有の雇用慣行で   
あるとは言えず，程度の問題に過ぎないと言える。長期雇用の比率は今後   
低下してゆくと考えられるが，我が国はアメリカより長期雇用のメリット   
が大きい状況にあり，長期雇用は引き続き大きな部分を占めるであろう。  
数値   
平均勤続年数（95年皮）   
日本：11．3 ドイツ：10．8  イギリス：8．3  カナダ：7．9  アメリカ：7．4  
＊日本の雇用・賃金形態について，白書は明瞭な姿勢を表明している。つまり，   
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（5）自己実現のための就労   
一方で，長期雇用にこだわる結果，企業には次のようなデメリットも与えら  
れる。  
数億   
バランスシート調整を図る上での障害：   
縮小・整理部門等における雇用の流動化が困難（23％の企業＝最高値）   
経営が悪化した場合に最も実施しにくい事項：   




年功貸金の見直し  562社  
外部委託  279社  
非正社貞の増加   265社  
年俸制導入  229社  
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はや概念として消滅しているのであり，アンケート等の項目にその名称を用い  
ると，かえって混乱を招く可能性が高い。今後はその辺を考慮すべきであろう）。   
したがって企業は，長期雇用慣行と雇用システム改革（リストラ）との間で  
「ジレンマ」（白書の言葉）を抱えていることが明瞭に見て取れるが，その上  
で自書は雇用調整について次のような提言を行っている。   
「雇用面からの企業の評価については，人員削減計画等が評価される例も一   
部に見られるが，長期雇用であることを否定的にとらえるのではなく，人的   
能力がいかに蓄積され，人材がいかに活用され，いかに優秀な人材をひきつ   
けているかが重視されるべきであり，企業が囲い込まれた従業員という状況   
から，市場に評価される従業員と，従業員に評価される企業という新たな関   
係に移行していくことが見込まれる。（……）  
自律的な回復と長期的な成長を可能とするためには，企業においては長期   
的に必要となる雇用量を的確に判断し，必要な調整がある場合には，企業の   
分割，合併，再編も含め，幅広い観点から従業員の活用方策を探るなど，現   
段階から着実にすすめていくことを通じて調整の傷みを可能なかぎり緩和し   
ていくことが求められている。」（p165）   
日本型の「ロック・イン」状態から，開かれた労働市場を目指すべきとする  





（1）失業に対するイメージ：「人生をやり直すきっかけとなる」との回答が   
20”29才で60％強（労働省「平成11年版労働経済の分析」より）  
（2）転職希望率：15”24才で20％強，25”34才で15％強（97年。総務庁「就   
業構造基本統計調査」より）   
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に書いている。   
「多くの人々一不幸なことに，たくさんの日本人までもだが－の議論の   
仕方には，奇妙な共通点がある。真剣で徹底した分析のかわりに，常に耳に   
するのが日本の欠陥を連ねた長いリストだけである。金融部門の弱さ，過剰   
な規制，競争の不足，企業の東南アジアヘの生産移転等など。これらすべて   
が真実だが，列挙することは，真の分析ではない。それに日本の問題を欠陥  
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リストから説明しようとする不調は逆効果である。経済停滞が避けられない   
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注（1）こうした厳しい見方の一方で，白書は楽観的な調子を崩していない。「このような，日本経済の   
直面する，短期軌 中期的，長期的問題及びそのグローバルな意味合いについて，過度にその困   
難や不透明さを強調し，悲観的になることは賢明ではない。日本経済はこれまで，多くの景気後  
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（4）「週刊エコノミスト」のインタビューでは，「官庁では，過去の政策を否定することが非常に   
難しく，全体で2800カ所も注文をつけられました」と語っている。  
（5）ちなみに「株主のキャピタルゲイン」を経営目標とする企業は，日本では極端に少なく，ヨー   
ロッパでもかなり少ない。詳細な数値については，鶴光太郎r日本的市場経済システムj p28を参照。  




㈹1992－2005年の予測。増加率100％以上のものに限定して引用。ポール・クルーグマン F良い   
経済学 悪い経済学」p230  
的 クルーグマン自身が注記しているように，雇用の増加絶対数が最も大きいカテゴリーは小売業   
店員であり，これも生産性から言えば低いジャンルに属す。  
㈹流感面で見ても，マルチメディアの進展に伴うバーチャル・ショッピング，規制綾和とモータ   
リゼーションの一層の進展に伴う量販店，メガSC，パワーセンターの開発等，サービス産業の   
生産性の向上は，一方では各地元商店街の深刻な空洞化を招いている。この点に関しては，大店   
法等，規制緩和の問題についても考えるべきであるが，ここで深く論じる余裕はない。  
㈹ 月刊「文芸春秋」99年10月号，p155  
㈹ 「生活の質」と「国際的調和」をキーワードとする92年皮経済自書が，その実現のために次の   
ような提言をしていることを付言しておく。（1）長時間労働の短縮，（2）閉鎖的な市場から公開取引   
へのシフト，（3）住宅，及び社会資本の整備，（4）欧米と連帯した，マクロ経済政策，構造政策にお   
ける政策協調の推進。いずれも今日に通用する提言である。  
㈹ 引用は田中直毅の発言（「週刊東洋経済」99年8月4日号，p4）。なお，以下に自書の要点を   
Q＆A方式でまとめ，＊印のあとで筆者の見解を述べる。  
㈹ 「転換期にある日本的経済システム」を論じた96年度経済自書も，その基本的認識において同   
様の立場を取っている。「一般に，年功賃金，長期雇用，企業別組合という点に代表される F日   
本的システムjが戦後のキャッチアップ型の経済成長にとって極めて有効に作用してきたとされ   
る。しかし，外的環境の変化の中で，我が国経済が転換点を迎え，既存のシステムがなんらかの   
変化を迫られているなか，雇用システムも例外ではあり得ない」（p332）。  
伍力 自書が援用している，バブル崩壊後の各国（日本，アメリカ，イギリス，ノルウェー，ス   
ウェーデン，フィンランド）の経済指標を比較した表は興味深い（p120）。各国の産業用地価の   
ピーク年（いずれも80年代後半から90年）を開始年とし，その後の8－9年の失業率，民間設備   
投資を比放すると，日本は両者ともにかなりその推移が緩慢であることがわかる。卯年以降，失   
業率，民間設備投資が極端に悪化し，鉱一86年噴から顕著な回復が見られるフィンランドと此赦   
すると特に，「バブル崩壊後の調整が緩慢だった日本」という自書の主張が裏付けられよう。注   
意しなければならないのは，産業用地価のピークからの下落幅は，日本の57％が最高ではあるが，   
最低のフィンランド2門‘，スウェーデン30％を除いて，いずれも40％台の高い数値を示している   
ことである。バブル経済に臨ったのが日本だけでないことは，記憶にとどめておいた方がよい。  
㈹ 安定株主構造の変化と株式持合いの低下については次の項目でも問題にするが，これが雇用に   
与える影響はすでに96年鹿経済自書でも触れられている。つまり，株式持合いによる安定株主は   
それほど経営に介入してこなかったと言われるが，このことが，日本的雇用を維持した福利厚生   
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施設の整備など，いわゆる「従業員重視の経営」につながっていたとするならば，昨今の株式持   
合い関係見直しの動きは雇用システムにも影響を及ぼしうる，と予測するのである（p353）。  
㈹ 小野五郎r現代日本の産業政利p277。なお，日本企業の労働コストを弾力的にしている要   
因として，超勤・ボーナス以外に，新規採用の抑制，ベアの凍盾，パート比率の上昇といった手   
段がある。第一生命研究所の試算によれば，過去の傾向（推計値）を越えて行った人件費削減の   
総額は，製造業で1兆6000億円，非製造業で3兆3000億円にのぼる（98年4－6月期から99年7   
－9月期の累計。ただしこの数億には，男性正社員の解雇によって削減された人件費も含まれて   
いるが，その数値は明らかでない。朝日新聞2000年1月11日朝刊）。  
㈱ 97年10月にニッセイ基礎研究所が公表した，株式持合いについての時系列データ。持合い比率   
とは，二つの会社が相互に相手の株式を保有していることが確認できた株式の比率。安定保有比   
率とは，持合い株式に，銀行と生保が保有する株式と，事業会社が保有する銀行と生保の株式を   
加えたものの比率。（探鳥光洋「日本の金融システム不安とコーポレート・ガバナンス構造の弱   
点」。青木昌彦他編r市場の役割 国家の役割j p156より引用）  
糾 青木昌彦他編F市場の役割 国家の役割j pp155－159  
幽 過不足判断D．Ⅰ．（「不足」とする事業所割合一「過剰」とする事業所割合）で，98年度第Ⅰ期   
から99年度第Ⅰ期までの一年間で20ポイント以上下落。  
幽 97年度第Ⅰ斯から99年度第Ⅰ期までの2年間で35ポイント以上下落。  
朗「人口構造の側面」でも，96年度経済白書は異なった視点からの指摘をしている。「現在の賃   
金プロファイルを前提としても，（……）人口の高齢化自体は労働コストの上昇要因にはならな   
い。これは，年功賃金の下，F団塊の世代』とよばれる労働者が今，正に相対的に高い給与を得   
ていることによるもので，行先き同世代が労働市場から退出することになれば，単純計算ではむ   
しろコスト抑制効果が働く。このことは，換言すれば，中期的には企業にとって，中高齢層の賃   
金負担よりも若年労働者の不足の方が問題であることを示している」（p356）。「堺屋自書」の特   
徴は，短期的対策のために「中期的」展望を抑制しているところにもある。  
鍋 青木昌彦は，インターネット通信の発展によって「分権的ヒエラルキー」がブレイクスルー的   
に進化した組織型を「情報異化型」と呼ぶ。その定義に従えば，「分権化」は「情報異化」と呼ば   
れるべきだろう（今はそこまで厳密さを追わないが）。情報異化型組織は，標準的な部品の多様な   
組み合わせによって生産をモジュール化することを特徴とするが，それだけでなく各職務単位が，   
ときに企業の境界を越えて広大なデータにアクセスできる可能性を有している。青木は，80年代   
に国際競争力を獲得した日本企業（特に自動車産業）の組織塑を「水平的ヒエラルキー」と呼ぶ   
一方，次のような予測を下している。「日本経済において，マルチメディア産業の生成過程におけ   
る役割に関して，いささかの無力感が漂っているように見えるのは，情報共有とコーディネー   
ションを個別企業や特定の企業グル 
も，いったん産業の規格化が定型化すれば，日本企業はまたエンジニアリングの高度化において   
力を発揮するときがくるかもしれない」（F経済システムの進化と多元性j p67）。また，日本にお   
ける情報化の進展の遅れの原因は，自書が指摘するような雇用調整のせいばかりではなく，従来   
日本に比牧優位があった（日本企業の組織型に適合していた）産業から，情報通信産業への構造   
転換の遅れが，引いては日本企業全体の情報化の遅れを惹起したと考えるのが適当だろう。  
銅 山田久「どうする”リストラ列島ニッポン」，「週刊東洋経済」99年8月4日号，p45  
印 この間題は，拙論「日本型システムの研究－Fジャパン・アズ・ナンバーワンjの時代から   
現在へ（2トー」（「早稲田商学」382号）で詳述した。  
組 長期的になお専門技術者の優位が続くかどうかについて，予測は困難である。クルーグマンの   
見解を参照してみよう。   
彼は，今後も情報通倍技術が「少数の幸運な人」（コンピュータを使いこなす知識を持つ人）  
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に有利に働き，その他大勢には不利に働くのだろうかと問う。一見すると，技術の進歩に伴って，   










以前より特殊能力を必要としなくなったことを意味している。技術は長期的に，「シンボリッ   
ク・アナリスト」の仕事の価値を低下させ，誰でも持っている能力の価値を上昇させる傾向に  
あるのではないか。   
クルーグマンの予測は，あまりに速い未来を見据えていると思われるかもしれない。しかし，   
アイコンの思いがけない進歩を見れば（それがパソコン普及の一因であったことは疑いない），   
情報通信技術の進展が逆説的に先端技術者の陳腐化を促進する可能性がないとは言えない。  
¢功 その点，96年皮経済自書は，「近年，若年層を中心に労働市場のミスマッチが高まる兆しをみ   
せ，また，高年齢層においてもその動きがみられることも重要である」とし，「ミスマッチの問   
題は，ヨーロッパほど顕在化していないが，我が国においても，①労働者側の就業意識は変化し   
ており，また，⑧企業の必要とする技能と労働者の提供し得る技能が適合しないという現象が生   
じている」と，より慎重な見方をしている（p357）。  
96年度白書と99年度自曹のスタンスの相違は，前者が「産業構造の変化に対し，配置転換に   
よってミスマッチの増加を食い止めるメカニズム」を「日■本型モデル」と見なし，一定の評価が   
なされるべきと考えるのに対して，後者がそういう捉え方を控えている点にも求められる。  
餉 Fグローバル経済を動かす愚かな人々j p169  
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